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「教護院入所児童の高等学校進学の取扱いについて」の一部改正について 
 
 
 
 
 標記については、平成元年４月１０日付児発第２６５号の７厚生省児童家庭局

長通知「教護院入所児童の高等学校進学の取扱いについて」により行われている

ところであるが、今般、その一部を別紙新旧対照表のとおり改正し、平成２４年

４月１日から適用することとしたので通知する。 
  



（別紙）「教護院入所児童の高等学校進学の取扱いについて」の一部改正 新旧対照表

新 旧

児発第２６５号の７ 児発第２６５号の７
平成元年４月１０日 平成元年４月１０日

【一部改正】平成２４年３月２９日雇児発０３２９第１０号

都道府県知事 都道府県知事
各 殿 各 殿

指定都市市長 指定都市市長

厚生省児童家庭局長 厚生省児童家庭局長

児童自立支援施設入所児童の高等学校進学の取扱いについて 教護院入所児童の高等学校進学の取扱いについて

児童の福祉の向上については、かねてから特段の御配慮を煩わしているところ 児童の福祉の向上については、かねてから特段の御配慮を煩わしているところ
であるが、児童自立支援施設入所児童の社会的自立の促進を図るため、平成元年 であるが、教護院入所児童の社会的自立の促進を図るため、平成元年度から教護
度から児童自立支援施設入所児童についても、高等学校進学に要する費用（特別 院入所児童についても、高等学校進学に要する費用（特別育成費）を支弁の対象
育成費）を支弁の対象とすることとし、併せて年長児童の支援体制の整備を図る とすることとし、併せて年長児童の処遇体制の整備を図ることとしたので、下記
こととしたので、下記の事項に留意の上、管下の児童相談所等関係機関及び児童 の事項に留意の上、管下の児童相談所等関係機関及び教護院等に対して周知徹底
自立支援施設等に対して周知徹底を図り、適切な実施に努められたい。 を図り、適切な実施に努められたい。

記 記

１ 趣旨 １ 趣旨
児童自立支援施設は、家庭環境等の影響を受け非行傾向を示す児童等に対し 教護院は家庭環境等の影響を受け非行傾向を示す児童の教育保護を行い、非

て、その状況に応じた自立支援を行うことを目的としている。 行性を除くことを目的としている。
また、児童自立支援施設においては、家庭的・福祉的なアプローチによっ 非行行動は家庭、地域、学校における不適応行動として現われることが多い

て、個々の児童の育ち直しや立ち直り、社会的自立に向けた支援の充実が重要 ことから、教護院においては児童本人の性向改善の援助に加え、家庭復帰又は
である。 社会的自立を円滑に進めるための処遇の充実が重要である。

このため、高等学校進学を希望するものの、措置を解除して家庭から高等学 このため、高等学校進学を希望するものの、措置を解除して家庭から高等学
校へ通うには未だ不安がある場合、家庭環境の改善調整になお一定の期間を要 校へ通うには未だ不安がある場合、家庭環境の改善調整になお一定の期間を要
する場合又は児童養護施設、里親等への措置変更を行うには困難な状態である する場合又は養護施設、里親等への措置変更を行うには困難な状態である場合
場合等に、一定期間、児童自立支援施設における支援を継続しつつ、児童を高 等に、一定期間、教護院における指導を継続しつつ、児童を高等学校に通わせ
等学校に通わせることにより、その社会的自立に資することを目的として特別 ることにより、その社会的自立に資することを目的として特別育成費を支弁す



新 旧

育成費を支弁するものとし、併せて年長児童の支援体制の一層の整備を図るも るものとし、併せて年長児童の処遇体制の一層の整備を図るものとする。
のとする。

（削除） ２ 対象期間
特別育成費の支弁の対象とする期間は、高等学校入学時から家庭復帰又は養

護施設、里親等への措置変更が行われるまでのおおむね６か月程度とする。

２ 実施方法 ３ 実施方法
（１）年長児童の自立支援計画 （１）年長児童の処遇計画

ア 児童自立支援施設の長（以下「施設長」という。）は、中学３年時の遅 ア 教護院長は、中学３年時の遅くとも２学期中に、関係中学校の協力を得
くとも２学期中に、関係中学校の協力を得て卒業後の進路支援を行うとと て卒業後の進路指導を行うとともに、児童相談所長と協議し、進学、就
もに、児童相談所長と協議し、進学又は就職の進路及び家庭復帰若しくは 職、家庭復帰又は養護施設、里親等への措置変更に向けての処遇計画を定
児童養護施設、里親等への措置変更又は児童自立支援施設での措置継続に めるものとする。
向けての自立支援計画を定めるものとする。

イ 前項の協議を受けた児童相談所長は、これらを円滑に進めるための指導 イ 前項の協議を受けた児童相談所長は、各児童の進学、就職、家庭復帰又
に積極的に取り組むものとする。 は養護施設、里親等への措置変更を円滑に進めるための指導に積極的に取

り組むものとする。
ウ 施設長は、児童が高等学校進学を希望する場合には、それに対応する支 ウ 教護院長は、児童が高等学校進学を希望する場合には、それに対応する

援体制をとるとともに、高等学校進学について、関係中学校の理解と協力 指導体制をとるとともに、高等学校進学について、関係中学校の理解と協
を得るよう努めるものとする。 力を得るよう努めるものとする。

（２）高等学校進学児童への対応 （２）高等学校進学児童への対応
ア 施設長は、児童自立支援施設から高等学校に通うこととなった児童に関 ア 教護院長は、教護院から高等学校に通うこととなった児童に関して、速

して、速やかに児童相談所長と協議し、自立支援計画を定めるものとす やかに児童相談所長と協議し、高等学校入学時からおおむね６か月間の処
る。 遇計画を定めるものとする。

イ 児童相談所長及び施設長は、児童が高校生活に円滑に対応できるよう支 イ 児童相談所長及び教護院長は、児童が高校生活に円滑に対応できるよう
援の強化を図るとともに、家庭復帰又は児童養護施設、里親等への措置変 指導の強化を図るとともに、家庭復帰又は養護施設、里親等への措置変更
更が可能となるよう努めること。 が可能となるよう努めること。

ウ 施設長は、児童が高等学校へ進学した後、定期的に自立支援計画を見直 ウ 教護院長は、児童が高等学校へ進学し６か月が経過した時点で、当該児
すこととし、当該児童を取り巻く状況等が未だ改善されず、引き続き児童 童を取り巻く状況等が未だ改善されず、引き続き教護院に在所させ、高等
自立支援施設に在所させ、高等学校に通わせることが必要と認められる場 学校に通わせることが必要と認められる場合には、措置の継続についてそ
合には、保護者の理解と協力を得て、児童相談所等の関係機関に協議を行 の後のおおむね６か月間の処遇計画を添えて児童相談所長に協議を行うも
うものとする。 のとする。

３ 実施に当たっての留意事項 ４ 実施に当たっての留意事項
（１）従来から児童自立支援施設においては、情緒の安定や基本的生活習慣の確 （１）従来から教護院においては、情緒の安定や基本的生活習慣の確立を目指し

立を目指した生活支援、学力の遅れを取り戻し増進させるための学習支援及 た生活指導、学力の遅れを取り戻し増進させるための学科指導及び職業への
び職業への興味関心を助長する職業支援が重点的に行われてきたが、さらに 興味関心を助長する職業指導が重点的に行われてきたが、さらに高等学校進
高等学校進学に対する意欲を増進させる支援を充実させる必要があること。 学に対する意欲を増進させる指導を充実させる必要があること。

（２）施設長は、高等学校通学児童と他の入所児童との生活形態が異なることに （２）教護院長は、高等学校通学児童と他の入所児童との生活形態が異なること
ついて、その支援に十分配慮すること。 について、その処遇に十分配慮すること。
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（３）児童相談所長及び施設長は児童の高等学校進学に際し、児童の福祉を損な （３）児童相談所長及び教護院長は児童の高等学校進学に際し、児童の福祉を損
うことのないよう配慮を行うとともに、関係者への理解を求めるよう努める なうことのないよう慎重な配慮を行うとともに、関係者への理解を求めるよ
こと。 う努めること。

（削除） ５ その他
（１）教護院長は、義務教育期間中に退所が可能な児童については、関係中学校

の理解と協力を得て、その復学に支障のないよう努めること。
（２）教護院長は、学齢を超過した児童については、３の（２）と同様に処遇計

画を定め、また、児童の状況に応じて積極的に外部の事業所等に委託して職
業指導を行うなど、社会的自立に向けての指導の充実に努めること。

（３）教護院長は、教護院を退所した児童のアフターケアについて特段の配慮を
すること。

（削除） ６ 適用期日等
この取扱いは平成元年４月１日から適用するものとし、その際、現に高等学

校に在学している児童についても対象として差し支えないが、処遇計画の策定
等については３の実施方法に準じて行うものとする。


